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協業的植物生産部

一ーDDR農業・食品業における経営同協業(4)一一

青木園 彦

さきに(論文①z ②，③)， SED第 7回党大会 (1同7年4月〉までの協業政策

を検討した(但し，協業組織の説明や事例などはこの時期区分白枠内でない〉。ウノレプ

リヒトは『資本論j 100周年記念国際科学会議 (1967年 9月，ベルリン)で工業

も含めて，協業こそ社会主義社会における集積と専門化の方途であり i全体

としての社会主義経済制度形成の際の第1等の課題であるJ， それは「行政的

に指図・配列されうる事柄ではな」く r真の経済的結びつきにもとづく協業」

でなければならず，従って経営の自己責任・自己調達原則の縫立(経済改革〉後

に展開可能となった rこうした全体的過程においては協業自体が社会主義的

生産諸関係自新たな発展詩形態をもたらす」と述べ九 いわば協業の総論的位

置付けを試みた。彼はここで特に農業を例示した。だが，その具体的内容には

その甫後の67年末から68年に 1つの飛躍が生じた。即ち， S ED  3中総による

植物生産における協業政策の発展である。これは畜産協業の発展やKOG論の

変化に関連するが，本稿は植物生産協業の展開に絞ろうと思う。

〔注〕 主な略語り意味は下記の通りである。

agra 農業博〔共進会〉 BHG 農民商業組合

DDR ドイツ民主共和国 GPG 図書生産協同組合

KAP 協業的植物生産部 KOG 協業共同体

KOV 協業連合 LPG 農業生産協同組合

RLN 農業生産食品業評議会 SED ドイツ社会主義統党

1) W. Ulbricht. ZU'In okonom町 oJtenSys加 η desSozialiJ-nt町 inder DDR， 1968， Bd. 2， 
S. 5411 
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VEB 人民所有経営 VEG 人民所有農場

ZBE 密出間組織体 ZGE 協同組合同組織体

尚，本誌第 112巻第l号，第2号z 第3・4号所収の関連拙稿を論文①，@，③

とする。

I 

1967年11月開催の SED3中総においてグリューネベノレクは「耕種生産にお

ける協業の立遅J(傍点ー原文イタリック体〕の克服，植物生産の優先的発展の必

要を強調した。彼は，共同技術投入を積極的に評価しつつも i現在多くの所

で専門化が部分的には協業なしに経過し，また協業によっても必ずしも正しく

は経過していなし九目下のところ，分業過程は圧倒的に農業経営聞に進行して

おり，生産弱点ゐ分業 (Arbei国 eilungnach Produkten)が十分に実現されていな

いJ(傍点引用者)ζ とに批判を向けた"。

彼が「立遅Jとみる基準は，彼の発言全体から判断すれば，第 1に，大規模

土地改良・近代的テクノロジー・ ha収量の向上・「般にまだあまりに高す

ぎる」コスト引下げ等々，要するに科学技術進歩の必要に協業形態が見合って

いないことである。彼は土地改良を例にとり，それは個別プロジェクトの実行

に終らず，各経営と KOGの生産構造・輪作体系・管理と組織等に「全く新た

な状態Jを生みだす広々と説明した。第2に，畜産との関係である。依然 100

スト ノレ程度の非工業的畜舎を企画する LPGがある一方で，将来の全般的な

生産構造・生産方法の展望の不明なままに大型畜舎の建設から協業を進める傾

向があ勺た。多〈の畜産部門のコストの 5割程が飼料でありの， 畜産の大規模

2) G. Gruneberg， "口ie回 zialistischeBetriebswirtschaft mus zum Allgemeingut aller LPG-
Mitglieder werden“.K.凹戸rat附九 1968，H. 1， S. 2 協業をめfる植物生産と苔産の従来り
関係については論文①の52ベージと胴l注42'参同ω 今日でも，植物生産を優先的に，投資規模り大
きい畜産は国民経済的可能性に応じて工業的生産化(従って協業)を進める，とされている(例
えば，XI. Bauernko昭司sdeγ 1JDR，uberarbeitetes pr叫 o恥lt，1972， S. 124fをみよ〉。
これには，植物生産のき苦働手段の方が陳腐化が急速だという実情も影響し亡いる.

3) H. WiIBig， "Kooperation封印ptk出 engliedin unserer LandwIrtschaft und Nahrungs 
gut目 wirtschaft“，Einheit， 1968， H. S， S. 978 
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化-近代化は安定的・良質かつ単純な飼料供給，従って植物生産の集積と工業

的生産方法1t.それに必要な協業水準を前提Fるの。

植乾生産でもこれまでに色々な協業が発展してきた。 LかL.論文①・①で

みたように，その水準は個別農乍業についての共同技術投入〔協業的労働〉と補

助的労働・生産過程の分離集中とであって I通例・ 協業する各経営の

耕種生産構造には何の変化も生じない」か，又は，然程普及していなか。たが，

これらの協業が経営問作目交換・作付区画の一定の肱大・輪作調整等と結合き

れて「耕種生産構造の一定の変化」にはなるが，いずれにせよ，やはり「経営

生臭を委花王せ~t、ことを基礎とするJ'l (傍点引用者〕水準であった。植物生

産協業の当時「最も広範な」形態「はどれも再生産過程の諸部分しか捉えてお

らず，各部分がまだ相対的に主に孤立的であっ」のた。

こうした協業の「単純な諾形態」は，それ自体多くの効果をもっ上に，いわ

ば取付やすし 「協業の学校J"となるので，依然「軽視されてはなら」ず，

「まだかなり長期に重要でありつづけるだろう」めとみられた。事実， 今日な

お重要性を減ぜず. 1972年には機械・トラクター購入予定資金総額の約50%が

共同コムプレックス投入のためであったの。 これまでにも部分的にふれたが，

今日までの発展も含めて共同技術投入の万法を整理すれば，第1表の如くであ

る川。

4) 以上の「立遅」内容を第10回農民会議 (1968年6月〕も同様に指摘している， I植物生産にお
ける協業が立遅札 ζおり，科学技荷造曹と十分に結びついていない .畜産における集積と
専「官tだけでは工業的生産になりえないということがまだ十分に明確でないJ(X Deutschel 
B即時rnkonp，ア-es，uberarbeitetes Pro印 koll，1968， S. 69)。

5) Autorenkollektiv." Koop町 ationsbeziehung.四 Hauptkett四 g1iedfur die Weiterentwick. 
lung der Landwirt&:haft und Nahrungsguterwirtschaft"， FG四 ρerat臼 n，1968. H. 5-6， S. 9 
この論文は H デーリソグが中心になってまとめた経験総括であり，以下盟強i世括@とするa

6) K. Groschoff u. a.， "Karl Marx， die K∞'peration und wir"， Kt.佃 Iteration，1968， H. 11. 
S.4/1ヨー-J.Kamper u. a.， "Zum Begri妊 KooperativePflanzenproduktion"， K(従事eratwn.
1969. H. 1， S. 45 

7) H. Wachowitz， "Karl Marx und unsere sozialistische Landwirtschaft“. Einheiι1968， 
H ←5， S. 484 

8) H. Wirslg， a. a. 0.， S. 981 
9) H. Kuhτ"ig， "Durch kooperative Arbeit in der Landwirtschaft mehr， bes.ser und billiger 

produzieren“， Die Wirtschaft (B)， 1973， Nr. 22， S. 18 
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第 1表幾つかの農業経遣による共同の技術のコムプレッグス投入

主要特徴|協業する LPG・GPG.VEGによる近代的技術の共同投入。生産手段
を恒常的又は 時的に共同役入し五組合員・労働者が投入コムプレックス
に派遣される。 1つ白労働過程及至その系にのみ組織することも，幾っか
にわたって複数コムプレックスを組織することもできる。

土地フォ
ン戸・建

設

労働力

基本手段

経常手段

実 行

協業深化のイデオロギー・カードル・物質上の諸前提の形成となる。
労動・生活条件(特に婦人・青年にとって〉の改善となる。
技指の投入効率向上・投資負担の軽減・農業技術的期限の実現等となる。

共同投入協業の活動対象・方法 | 制度的方法

自然的障害(石・薮・溝等)の除去など耕地整備。 -協業協定。協業評議
一作付作物の種類・品種・作付時期の調整。 会での口頭文は文書

作付区画拡大及至輪作形成・耕地整備等による作付 確認と各組合員総会
区画コムプレッグスの形成。 の議決。

-比Wtl7l-担による共同
の，又は各経営の費
用負担。

特定農作業〔春季耕作や殻物・持耕作物。収監等々) 協業協定。

の為の一時的投入集団の形成。
一恒常的〈通年的〉技術プリガデり形成。

参加経営が，種類・タイプ・規模・期間に応じ，手 協業協定〈但L，短

持のトラクター・機械・器具を分担・提供。新規調 期的，一時的協力

達は，資金主分担して共同調達，又は調達を各経自 十具体化に

に分担。 は，口頭確認が可

分担は，投入対象面積に応じて比例配分*。 官告〕。

通字的提供では，委員会を設け，時価・耐周年1'1<評
価を行う。
協定価格(下記〕の中で減価償却を実現し，提供比

重に応じて各経営に返却。
提供しない経営は償還義務を持つ。

一一時的投入では，当該按術の投入分のみの経常手段 協業協定。

を計画・金融しうる。
一共同調達による基本手段投入又は通年的投入では，

技術投入のコスト計画にもとづいて，比例分担的に
各経笛が資金手段を前払(毎月又は投入当初に〉と
して提供するc

一投入コムプレッグスの管理。 -協業協定にもとづく
(コムプレックス責任者の任命〉 協業評議会の決定。

-コムプレックス責任

者のいる経営の同意
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投入計画(農作業計画〕化。 I協業評議会が準備し

/①給付の種類・規模と必要な労働力・機械・器¥1各組合員総会で決定

l具のパランス，①労働力・トラクター・器具の 11協業評議会による定
¥f，t入時間，燃料・オイノレのバラン九⑤安替労1I 期的コントローノレ。

、闘を含む労働体制等。 I卜投入計画にもとづき

一週間乍業計画化・目別乍業取決。 I コムプレックス責任

ノルマ・評価率。

-労動ノルマは統一する。

・経蛍間評価率絡差が大きい時は，各経首のそれを

適用。コムプレックス責任者が各経営にそのメン

ノミーの給付の内容・量を伝え，各経営が統一ノル

マと自己の評価規定により派遣;組合員の労働単位
数を算定。

・徐々に涜ー評価に移行する。

者と各経営植物生産
責任者とで作成。

-共同ノルマカタログ。

.統一評価表文は各経

2吉田それ。

清算 | コスト〔減価償却・燃料・オイル・修耳費・牛労働|協業協定。

コスト・共通経費等〉カパ型統的協定価格(但

L 外部への給付は利南を組込む〉。

一悪二王侯による追加コストのカバーのために 5%前後

。割増。
一計画以上のヨスト低下による前払残金は投入比重に

応じて分配。コスト超過は同様に追加分担。

生労動報酬は， 前払・年度末支払とも各経営の計
画・成果によるが，各経営の生産水準が接近してお

れば，統一前払可能。

一統一プレミアムフォンドのJt成。

その他 |ーコムプνヅクス責任者の課題・権限。 I協業協定。

」般的課題ほ次の通り。圧各組合員総会・ VE
G長の決めた投入課題の実現，①各経営集団と

り協力の保証，@;臨時党グル プと協力し，コ

ムプレックス内の政治・イデオロギー活動を確
保，③コムゾレツクメ白作業計百四準備，@配

下の責任者〔各労働グループ・突替チーム等の〕

の指導①コムプレッタスの全給付・成果由正

確な把握，⑦派遣された組合員・労働者の労
働・保安等の諸規則の順守。 ノ

本但1.-.参加経古の可能性に応じて考慮する。
〔出所〉 マイセンLPG大学経済組織経営担j織講陣の H白デーリ γク守中心Eする集団が1969年

度冬季アカデミ 用に作成した一覧演 (Ko噌 era加 n，1969， H. 12， S. 10)と経験総括@
(脚注45)丘妊の叙述とを合成して作成L
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問題はよれをどういう方向に発展させて必要な集積・専門化水準に到達する

かである。従来は，畜産も含めて，色々な協業関係の深化の中で経営問作目交

換にまで到り， 各既存経営に主要生産部門を形成する(即ち，既存経営境界の枠

内での作目数削減)ことによって個別作業の集積のみではな〈生産の集積E専門

化を進め，それらのKOG左しての統括を強めるとい弓展望であった叫。 グリ

ューネベノレクの「農業経営間分業1はこの経営問生産部門〔又はその一定段階〉

交換を指している。 ところが，畜産では，元来，個別作業上の協力〈直ちに農

業の生産物として対象化されず，そのための1局面をなす〉というよりも，たとえ特

定段階(育成等〕のみの協業でも一応生産物として対象化される協業であり，従

って個別作業ではなく生産の集積，専門生産単位の形成が内容となり，経営間

部門交換のみでな<，一定生産部門及至生産段階の既存諸経営から ZGE  (又

は共同生産単位)への分離・統合という協業による集積・専門化が実践されてい

た。 これが協業的生産 (KooperativeProduktion，協業的労働や経営的生産に対比さ

れた意味〉である。基本目的たる集約化と工業的生産方法化の 1内容又は基盤

たる「製品別集積 (Erzeugniskonzentration)J (クリューネベノレクり「生産物別分業」

に同じ〕は，同じく協業によるといっても，作目交換型と ZGE/ZBEへの分離

一集中型とがあるわけである明。後者は既存経営の経営・農地規模に制限され

10) 第1表。出所文献以外のヨムプνッグス投入の経験総括には，個別KOGの経験報告を別にす
れば， K. Taubert， ，， 1三.omplexerEi田 atzder Ted皿 ik“，Ei削 heit，1967，11. 2/D. Brendler 
U. a.， "Zur Organisation d田 Komplexeinsatz田 inder Pfl叩 zenproduktion". Kt同盟b町 Llti抑，

I町 0，H 8等がある。 尚， 先進KOGでは「技耐がKOGo.>範囲内でのi<n:ι圭産車症に杭合
されJ(K. Groschoff u. a.， a. a. O.傍点引用者入補助的脅働・生産分野の如<ZGE的組
織水準になった例もある。 KOGバ ルジュテツト甲ZBE重技柵プリブザーデ〈論文包"'ベ←ク〉
等であるeこの場合KOGが法人化しているので法人資格はなし従来の水準との差異は管埋様
式や特に財務面申自立程度にあるといえよう a

11) 既己主のところだが，この基本路隷は7党大会桂も暫〈は持続した。例えば同年 6月にシュヴュ
ーリソ(ここは協業政策の徹底の遅れた県である。 Vgl."Interview mit Genossen G. Ewald“， 
Koo向 rati01九 1967，H 5，旦 31.)を訪れた時や資本論100周年国際会議でのウルプリヒト演説
などがそのことを示している CW.lTIbricht， Das iikonomische System des Soz日 lis閉山 m
der LandwI1官 chaftder DDR 1961-1969. 19'叩， S. 463企 u.S.477.)0 

12) E. Godau， H. Wirsig u. a.， "Kooperation und planmasige Konzentrat旧 nund S~ziali 
sienmg in der Landwirtschaft '.， Wirtschaftswissenschaft， 1971， H. 12， S. 1807f こ由討主丈
は技摘の共同コムプレックス設入を「製品別集積同上り部分プロセλ」としたくEhenda，S. 1811)。
尚，製品別集積〈専門的大規模生産〕の定義・必要性方法等はこの論文によく整理されている.
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ず，専ら生産物とその技術の必要性・可能性に応じて規模設定ができ，しかも

集積テ Y ポが急速である。 3中総とは植物生産でもこの発展方向に転換しよう

としたものだと位置づけるととができ土う。即ち，植 物 生 産 に お け る 協 業

(Kooperation od. Kooperationsbeziehu碍 enin der Psanzenproduktion)の発展した

形態たる協業的植物生産 (KooperativeP畳間zenproduktion，共同植純生産ともいう)

の登場である。この転換を支え促進したのは，協業経験の蓄積とともに，新た

に開発又は普及し始めた労働手段，例えば大型自動コ yパイ γ E512. 90馬 力

トラクタ ZT  300明， 大面積スプリ γクラー，大型施肥機械等である。まだ

特に馬鈴薯・濯瓶技術や E 512・ZT3∞の価格に問題があった叫が， そ れ

でも「今や，これらの機械体系を合理的に生産過程に投入するためにふさわし

い諸条件を形成することが肝要」悶となった。とりわけ大きな役割を果したE

512を例目にとってみよう 16L

13) ZT 300は1967:年300台.1971年16200台保有された (XI.Bauernkongres ...， a 仏 0..S 
56)。当時はなかったが，その後 1ヨムプレ γ クスで 5000"'-'60叩 h3の投入面積を要するソ連製
トラクタ-K700その他が加わったo K700は1971年には300台投入され (Xl.Bau田マtkongre，β
， a. a. 0.， S. 56 u. S. 1l!J)， 後述のKAPデーデロウ責任者は8党大会で fK700が工業

的植物生産において革命的に作用した」 ζ とで来席のプレシ不7に謝d曹を表していた (Neu何
Dcutschland， 17. 6. 1971， S. 8)0 

14) X Deutscher...， a. a. 0.， S. 167. E 512の価格はコットプス県イェツセン郡のエルベの辺
にあるKOGハイデグク (1965年結成，タイヅDILPG7とタイプ 1LPG4，合計農地 8826ha
約1300人，法人KOG)の1968年の例では 1組 (5台)が関連技術を含め約 250万マルクの予

算だ 2 た (R.HamITle四 lulleru. a.， "Unsere Hauptaufgabe irn Jah四 19GB “，Koo，戸 m

tion， 1968， H. 2， S. 6)。馬鈴薯生産機械体系は今日も不十分だという ((Xl.B副 ernkongre.-β
， a. a. 0.， S. 56)0 尚， こ0当時の機械化の到達水準及ひと労働 国考樟式へのその影響につ

いてはA.Birkner， " Ideologische Aspekte d田むbergangszu ind国 triemasjgerProduktion 
in unserer Landwirtschaft“， Einheit， 1968， H. 3をみよ。

15) H. Wirsig， a. a. 0.， S. 978. 
16) 協業的植物生産へり移行の「過程は今年(1968年 引用者〉新型ワ山之イ:/E 512とその闘

連技術のコムプレックス投入によって非常に促進されたJ(G. Gruneberg， "Die weiteren A-
ufgabcn zur Durchluhrung dcr Bcschlusse des VII. ParteItages der SED und X. Deuts 
cher B佃町nkongresses“，Kootlア'ati叩.1969. H. 1. S. 7)。以下 E512については.KOG 
ロ『グチ~" プL ゲも含めて，特に注記しないかぎり A.Hahn. "Gesichtspunkte zutn 
effektiven Einsatz der Mahdrescher E 512“.K，四 lteration，1968， H. 5-6/G. Listner u. a.， 
"Ergebnisse und Schlusfolgerungen aus dem Komplexeinsatz der Mahdrescher E 512lll 
der Erntekampagr，e 1968“， Ko.暗 eration，1969， H. 5-6/E 512のメ一刀ーVEB農業コンビ
ナ ト"F ortschri tt“のリ フレツトによる.リーフレッ tは昨年 (19721f-)末捧述の KOG
ロマッチヱノレ プレ ゲを訪問された大阪外大の村田武氏から拝惜した巴 民の間取では E 512 
は農業での提案運動〈恐らく草芳清運動のこと〉の成果であり，又相当数は輸出されたとL、う。
尚，農業について民から色々な御教示を得たa 記して感謝の印としたい。
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1967年に若干のKOC17
) に実験投入され，翌年56組 (1組 5台〉が 128144

ha (うち穀物が 1174991mで，全国穀物l乍t，面積り5.07%)に投入され， 1971年に

は5600台叫の普及となり， 1969年。ライプツィッヒ春季見本市では金賞を得た。

コγ パイ Y は，最重要耕種たる穀物生涯の機械体系の中でも「構造規定的な機

械」であり，じかも生労働支出国1/

減目標(対75年)の44%が収穫局面

にみられていた〔第2表参照ぷ則。

従って， E 512への期待は大きし

しかも農業から工業への相当急な

労働力移動の必要に絡むだけに切

実であった。

E 512は刈取速度が速く穀粒損

失が非常に少ないが，高投入効率

には若干の前提を必要とする。第

1に， 2300リッター・ 18デシト Y

の能力のパンカーを装備し，走行

中心急速な穀粒受渡しが可能だが，

第 2表穀物生産作業別 ha当労働支出

(AKh) 

耕床地整手備 入・ 耕・ 苗作 I 80 I 50 

コ山イン併殺 I 22.0 I 8.2 
粒・ワラの ビング

計 l別 H

〔注〕 エ) 1968としたのは，出所文官増丸事長寺 (68年
4且まで〉の「目下最良の生産方法」の場
合で，平均は計 50~60 AKh，悪い芳は
100 AKhだりたo 1975は「品要な機物削h
手段配備後の1975年の計算上の」数値であ
る。

2) AKh 労働力単位一時間a

(出所) A. Hahn， a. a. 0.， S. 45 

刈取・脱穀速度(1968年実績平均では 1台 1時間47デシトン庁設粒〕と運輸能力の最

適結合を要する。貯蔵地(穀物業経営又は司1継貯蔵地等〉との匝自在によるが，全長

17) 他0)文献によると， KOGノイホラント等である。
18) XI. B日必ア冗及。ng同 β ，a ι 0.， S. 56 
19) そD挫の第

11国農民会議

(1972年 6且〉
による穀物生
産費用(全国
平均と予出I

値〕は右の如
くである (B
benda 但L
申は私が付記

した)。

lr轟営 i6FA li織物生産

i① 7シトン当労腕出叩什 M I N | 0.5"""'0.58 
@h:l当コスト (マルク)1 問団 I 521叩 444.40 

③デシトソ当コスト〈マルク)1 26.17 1 19.31 1 13.89 

④ ha収量ニ岳/④(デシlγ)/ 24 27 32 
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lOkm ・うち 8~9 割が一般道路の場合， 3台の E 512を 1組として使うと

8~1Oト Y積トフック 4 台を要するのに対し 5 台 1 組だと卜 7 ックは 5 台で

済む。従って「経験的には 5台 1組が特別有利J(前記リ フレッ 1.)で，通例そ

のように投入される。第 2に， この 1 組構成では 1750~2000haの刈取面積

を要する町。 当然個別J経営では不足であり叫， また収穫は時間的制約が強いの

で，共同投入，しかも最終生産者も含む経営聞の精密な共同作業計画・作業体

制という高い協業水準が必要となる。 1968年投入56組中最高の刈取面積・脱穀

量であった KOGロマッチェノレ・プレ ゲはこの共同作業計画化に優れ E

512の実勤時間(=投入時間ー待機時間一補修時間〉が95.93%と，全国平均85.55%

を大きく hまわった問。

ところが， 当時このKOGの E512投入耕地は 393作付区画・各区画平均

9.6 ha (穀物のみでは 11ha)であり，計66日間の投入だったので 1日平均6区画，

従って 1 日 5 回の配置替を要した。配置替は迅速でも 1 回当が 1 組の 2~3 ha 

の刈取時間に相当するという。そこで第 3に，作付区画の大規模化と関連土地

改良が必要となる。 196間三の全国平均では 1日に 8.3時間投入し 1組当 47.9ha

を刈取った。従って，区画鉱大効果や交替労働を考慮すれば 1区画 50ha以

上となる必要が生ずるく配置替=0)(A. ，、ーンは 75ha以上とした〕。ところが，

作目交換を進め CいたK OGパーノレシュテヅトでも 1967年の区画i!i¥t莫は 25ha

であったく論文①61ベージB 尚論文①50へージ参照〕。経蛍境界自体が問題となる。

植物生産における技術革新への対応， 畜産に登場してきた大型機械化施設

(10∞~2000スト ノしの乳牛施設・ 1000頭の繁殖阪飼護施設等〉への対応とそれへの飼

料基盤の確保には，伝来の生産構造全休の「革命」が必要であり， r客観的に，

製品別集積の進行 G重度〕と程度の新たな尺度」が生じた叫。 しかし， LPG合

20) 第11凹農民会議では 1250"-'15帥 h とし、う (EuI::JIda，S. 119)。
21) 当時全国平均でLPG当¢穀物作付は 120haであった (H.Wachowitz，仏仏 0.， S. 479)占

22) 当KOGはドレスデン県 vイセン制のムノレベ流域(マグプフゃノレクに次ぐ沃野〉申5LPG.農

地約 5000haから成る(村田氏の間取)， ここでは待機時間極d、化のため過失による E512休
止 1時間当日凶マルク0罰金が協定された。 コス l面でも ha当75マルクの予定に対し実績は
57.77マルク(従来のコンパイソ E175では90"-'100マルク)であった。
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併による集積は，小型合併はある意味で必要としても，それへの対応にならな

い。それは「百貨信」式生産の大型化にすぎず i今や問題は 1つ及至 1群の

生産物の統一的で高い品質での大量生産を可能にする生産諸単位」の創出だか

らであるヘ大型合併による集積は，生産部門毎に異なる既存・必要両集積度

に適合せず同， 実例からみて少くとも一時的な生産停滞や労働集約的作目の脱

落・クレジヅト1闘が生じ， しかも組合員の労働・生活条件の本質的変化(工業

への接近の意味で〉とならない等の欠陥帥をもっという問。協業的植物生産(又は

一般に協業的生産)こそ高度な製品別集積の「前提」同であり，生物学的可能

性の枠内で最少数の輪作に努めるとと」叫により丁業的生“産への移行が実現さ

れうる e考えられた。

共同技術投入は生産過程の管理の点で MTS方式ほどではないが，やはり二

元的管理(協業評議会及主投入責任者と各経常〉となる。協業的植物生産では一層

一元化され，前述の「各部分の相対的孤立性」が改善される〔但L，後述りよう

にi協業的楠物生産の管理水準や技術・生産組織水準等によって改善度は異なる〉。

さて 3中総後直ちに協業的植物生産(広義3の具体策が探求され， 1968年春

から先進諸事例が実践された。やはり多様であり， ζ の年の諸経験は 3つの主

要形態〔発展段昔〉に区分された冊。 (1)1つ又は若干の作物の共同作付く協業的馬

23) H 鴨川市ig，a. a. 0.. S. 976f./K. Gr岨 choffu. a.， a ι 0..5.2 
24) H. Wirsig， a. a. 0.. S. 977 
25) H. W HdlOwitz. a 仏0.，S. 480/G. Godau， H. WiISig u. a.， aι0.，5.180θ'jR. Halmert 

U. a.， "Einige G工undfragender Weiterentwicklung des sozialistischen Agrarrechts “， 
W凹Z.Karl-Marx-Univ.， Ges.-u. Sprach叫iss.R.， 1972. H. 5， S. 467等々 随所。

26) B. Kiesler， "Entwicklungsprobleme unserer Landwirt8chaft“， Einheit， 1971， H. 6. S. 723 
27) 協業政策確立後もしばしば大型合肝(，より安易」な道)への志向が地方にあり， ζの頃には

円レ県農業評議会カ3問題になった (G.Ewald， "Zu einigen Problemen der Fuhrungsta同 keit
zur Ge，;;taltung des凸konomischen Systems des Sozialismus "， JG∞)tera出 n.1968， R 3， 
S.5)， ζの立場に対して第10回農民会議は協業の諸効畏とともに， 特に協業が弦術的組織的
措置に対する共働自体による人的結合(社会的プロセス)先行の道だとの視角を強調した〈λ7
Deutscheァ Bauernkongres，..， a. a. 0.. S. 160)。尚， こり頃の協業路線の意義づけは上掲グ
アホゲイツツ論支〔特に480-.品4ベ ジ〉がよくまとめている。

28) K Groschoff u. a.， a. a. 0.. S. 45jH.-J. Kamper u. a.，仏 a.0.， S. 45 
29) H. Wirsig， a. a. 0.. S. 979 
3の経験総括@， S. 10!K. Groschoff u. a.， a. a. 0.， S. 4f.JH.-J. Kamper u. a.， a. a. 0.， S 

45但し，これらの聞には細部で若干の叙述差異がある。
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鈴薯生産等〕。 「生産過程の成果に対する各農業経営の責任を十分維持J(傍点ー

引用者〕しながら〔但L 生産行為の担当を一部の経営に集中することもある)，経営

問輪作詞丞の上で当該作目に充当されるi佐合ゐ農地で共同生産する。国民経

済的重点作物(馬鈴薯等〕や貯蔵がきかなくて最終生産者とり特別に緊密な結合

F を要する作物(果物・野菜等)，時には飼料作物や牧草地等から選択される〔従っ

てKOVに入ることが多しつ。 (2)牧草地を各経営に残す協業的耕種生産(飼料作物・

特殊作物も除くことが多い)0 KOGの「耕地・ が共同」の常設・臨時労働集

団の手で「統一的な計画と管理J(傍点引用者)， r協業評議会によって任命さ

れた責任者に土る」業務管理の下に運営さわる。去i色車品作が徐々に形成され，

参加経営による総金融方式と自立金融単位化とがあるの (3)牧草地も含むKOG

の全農地を集積する協業的植物生産〔狭義)0 r最高段階」で， KOGノイホラ

ントが1968年 1月1日に結成した『植物生産部 (Abtei1u暗 PBanzenprodukt閉山

一一植物生産に「専門化した常設労働集団からなる経済的に相対的に独立の商

品生産単位一一法的には独立の経営ではない一一」叫(傍点引用者〉ーーを典型

とする(独立の ZBEとしても組織されうる〕。

ペノレリンlこ隣接するオラェ-'/フツレク郡(ポツタム県〉のこのKOGはタイプ

illLPG6， 同I 2， VEG1から成り，約1000人・ 8550haの農地である問。

やはりここも畜産の集積・専門化， 大型サイロ・ ACZ (農業化学セγ タ 〉・

馬鈴薯貯蔵施設建設，穀物・馬鈴薯甜菜の収穫作業等の一時的共同技術投入

を経験してきたが， 1967年秋の l組の E 512の実験投入(翌年は 2組)と 3中

総を契機に r100，200，更にそれ以上の haの作付区画Jを目指して大規模土

31) これは上掲文献中グロジョフらの定義だが，経験続括:Alの定義では「相対的 iとの悔飾語がな
い回第四回農民会議でウルプリヒトがそう修飾して (F ドルンのこ即時白報告も単に「独立の
部!とした)から変化したのだが，この問題は桂に物議を醸すところである。

32) 当KOGについては，Protokoll des VII. Partei向 ges止rSED， 1967， Bd， " S， 293ff-lF 
Dorn， "Die Lehren von Karl Marx sind unsere standige Arbei包a;rundlage“.Kooρerat町民

1同7，I-1 5/F. Dorn u. a.， "Die Verwirklichung der Prinzipien d曲 sozialistischenBet 
riebswirtschaft “ • Kooρ'eration， 1968， H. 5-6jF. Dorn， So-zialistische Betriebswirtschaft 
und Kooperation， in X. D四 tscher...，a. a. 0月-r.Kaufmann， "Kooperation in der PHan 
zenproduktion“. KDoteration， 1968， H. 11 N. [脚注3u叩諸士献による。
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地政良 (5500ha (f)纏翫・排水と総延長 55kmの新道路網を予定7と「植物生産部」

結成を企図し 1月には協業的植物生産への移行を盛り込んだ第10回農民会議

にむけての社会主義競争を呼びかけ，全国に紹介された明。独立の部がつ〈ら

れ，各経営からそ ιに派遣された 200人余が，提供されたKOG全農地を引渡

された生産子j段によって経済計算制の下に独自の計画によって運用する。 KA

Fの誕生である。

これを主導したのは， 1964年以来農業経営内新経済制度 (r社会主義的経営運

営J)実現の先進として最も有名な LP G ，~Georgi Dimi tro宜“ノイホラ γ ト

(2370 ha)であり'" その議長でナショナノレ・プヲイズをもっ F ドノレン町 由:

第10回農民会議での「社会主義的経営運営と協業」についての報告者になった。

agra 68 ではこの「植物生産部」が呼び物となり， そのホ←ノレは 36000人の参

観者(その多くにとってはやはり衝撃であり，多〈の質問が寄せられた)を得た。

以上は対象作目(農地〕と組織形態(水準〉の 2基準を結合した区分だが，組織

面で言えば， (2)と(3)の区別は必ずしも確たるものではない。例えば 3中総と

8台の E512購入等を契機にこの春から協業的生産化したかのKOGパール

33) "Fur uns， fur ur旭町eRepublik: B田 serrechnen und wirtschaften "， Koope唱 tion，1968， 
H. 2 (Neues Deutschland， 12. 1. ]9曲).V gl. G. Ewaldィa.a. 0..旦 4

34) iノイホラゾトシステム」とか「ノイホラシトの経験Jと呼ばれ， LPG内を単独責任者の管
理ずる専門部(さルク部等)に編成し，各々に経清的独立性をもたそ， i商品プ貨幣的結びつきJ
の住婚をもっ経営円契約で繋ぐことに特徴がある。詳細は， 脚注目の文献のほか， H.-J. Schu 
ffi"四"l u. a.， "Die Entwicklung e岡田 einheitlichenVergutunp;ssystems in der LPG Neu 
holland "， Die Deutsche Landwi悶 cha，舟， 1966， H. 4/F.-K. R晶 sam，"Erfahrung四 ffiU

innerb吐 riebliehF'nVerrechnungsPreisen in der LPG Neuhollan-d “， Die Deutsche Land-
=，吋scha;.舟ら 1966，H. 9/F.Dorn， "Wie die Betriebsplanung 1966-67 durchgeftihrt wurde "， 
Die D四 tscheLa町iwi吋scha.昨 1966，H. 11などを一般的には， Kollektiv. Die marxis. 
tisch-lenin叫 ischeAg市中nz'品.1965， S. 248旺月王 Heuer，Zur Entwicklung der g叩"
提出:chaftlichf'nDemokratie im n ふ S..in Zum neue冗品nn回?叫品開 Sysf四 Z 肌ゐf

Landwirtsc}問ift，1965などをみよ。ノイホラント方式は "g回 66に展示され， そ白時エヴア
ルトカミ全LPGがそれに倣えとLた CG.Ewald. .. Zu Fragen der Organisation und Leitung 
“， Die Deutsche L印 d比例schafム19田， H白 10，s. 468)杭タイプ I等への図式的適用は

戒められた(丹市koll....仏 a.0.. S. 196/G. Grilneberg， "Die回 zialis出che “.a. a. 0.， 
S. 4 u. a.)o とり紹験をKOGノイ永ヲント νベルに適用したのが植物生産部である。 i協業に
よって社会キ義的経営運営諸原則をますます完全に適用することができJ， 社会主義的経営運営
諸原則の実現は協業の「発展の安定した基盤であるJC瓦 DeutscherBa出 rnko噌問:s...， aι 

口， S. 157 而岩の関係の詳細は H.Wachowit:;o;.ιι0.， S. 483fをみよ〉。
35) 彼は農学アカデミー準会員でもあり，創刊以来1972年 6月号まで叩応出少eratzon誌編集員の

1人でもあった W ノ、 ン(当時LPGフイバッハエ デルハウゼン〉は今日も編集員である。
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ジュテットでさえ協業的耕種生産から出発したが，独立の経済単位としての協

業組織体であった叫(第 1図参照)。 このKOGに匹敵する問「先進大LPG協

業型」として 1964年に発L足したKOGずアノレシュレーベン〈エノレプノレト県，各々

1300-1900 haり 3LPG) もほぼ同様である。但し，この春には穀物と甜菜から

共同生産を始め〈他は耕作と肥培管理由共同投入)，秋に馬鈴薯飼料作物に拡大

する等の準備期聞を経て， 1969年 1月から特殊作物も含み基本手段も引渡台れ

て発足という構想であった町。前述のKOGハイデゥクはKOGの農地を地味

に応じて 3作付地域に分け， 1968年を準備期間とした上で，幾つかの「専門経

営」に分担する構想であったが，実際にはKApとその諸領域となった。

事実，今日，協業的植物生産の基本パりアントは対象作目区分としての(1)と

(3) ((2)は(3)0)1変強〕であり玖後者の通例の組織形態がKAPである。同じく

KAP  (及至「協業的植物生産J)といっても発展諸段階がある。この ζ とに注意

しながら以下にKApの内容を検討する叫。

尚，各バリ 7'/ト共に既存畜産構造を維持しながらでも発足可能だが，次第

にその再編〔各LPG文は協業的畜産での集積・専門化〕が伴う。例えば，カーノレ・

マルクス .yュタザト県フライベノレク郡のタイプmLP GlO，同 1 9， VEG  

1から成り，合計農地似OOha・1870人という大KOGポプリッチターノレ叫は

36的)W日a品hn九， "Mebr， be由s措s田 悶e白rund bi凶llig日lig沼gerdurc品hK心』臼‘ρ町G氏κ句司p駅p問er問at加1凶onin der P問fla叩n凹1沼田z配en即prodU唯k三蜘'<c副肌C凹岨E乱♂工f♂‘“4

Ko叩oper，巾a叫ιion.1冊B，H. 5一-6をみよ'もつとも，当初から ζれは l過程的蝉決」と位置付けbれ，
翌年画期的な突出をする.次稿でみるところである.

37) V gl. W. Ulbricht， Das ak01Wt.町sche...，a ι 0.， S. 410. 
38) E. Schafer u. a.， "E四 teErfahrungen bei der Urganisierung der k∞perativen Pilan 

zenproduktion ヘKooperat回凡 19曲;， H. 4. 
39) 第11回農民会議は植物生産における協業を，a:技術の共同の購入と投入〈イ困別労働局面のそれ

から主要作物の複合機械体系のそれまで)， @馬鈴薯等持定製品の共同生産，①施肥ー逗輸 植
物保護等の特定昔働の，専門化した生産単位やACZへの移管，.@KAPにおける幾っかりL
PG'VEGの耕地・牧草地旧共同運用， という 4段 階 。chriUe)に区分したくXLBaue円 z
kongres.... G. a. 0.. S. 124)。本稿で取上げている日は①と④可ある.

40) [1}は紙散の都合で省略する。 KAP;&lf共同肢術投入からある程度類推されえよう.
41) 当KOGについては， "Kooperation braucht keine besonderen Beding皿 gen"， &0.ρera. 

Z幻wn叫， 1967，H. 3-4/ A. K王unzeu. a.， .. Kooper四ationhilf仇tbe白ider ~白臼当批t包geru旧ngder P四 duktion'γ‘“‘

1四96団8，H. 5 一-6/W.T百1由 zロ皿nelu. a.， "Schri式tt同、we剖"匝een副twi民cke忽揖剖elnwi江rdi抱eKo∞。p伊e目 t回lωm且1 m der 
Feld- und G凶 nlandwirtschaft"， Kooterat白n，1剖，9.H. 5-6月V.Eberle u. a.， .. Probleme 
der Planung und Leitung in der gemeinsamen A出目t“，K，ω'terat日叫 1969，H. 9/W. 
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i順番外の投資手段」配分も「特別の自然条件もなJ <， r議長がアカデミー

からき」たわけでなくノー 7 ノレな条件しかない」が，協業の先駆地域とな

って「どこでも協業が可能だと」証明したKOGとして名高い叫が， ここで

196&年2月に作られた構想では1970年までにはKOGが協業評議会り下に植物

生産部・畜産部・補給部に再編され，前三者は各々作目〈群)JJIj生産単位から成

ることになョていた〔実現しなかったようだが)0 1966年から協力を始め，ノイプ

ランデYプノレク県プレ γ ッヲウ郡にあり，タイプIIILPG7とV E G 1， 計 約

1000人・農地約 6800haから成るKOGデーデロウ 4めには 1969年発足のKA

P (同農地に約 490人〕のほかに， 2000ストーノレの施設をもっ共同ミルク生産部

・協業的若齢牛育成都 (71年では年産1370頭の若雌牛〕・協業的建設部があり，%，

は諸協業組織で働いている。既存LPGに部門交換的に集積することも多い。

11 

KAP  (Kooperative Abteilung PDanzenprodukt山 1)叫は「協業と生産組識の 1

発展段階で， 農業の工業的生産方法への移行の際に決定的役割を果すJ (後述

経験総括@5.3，傍点引用者)。その主要内容を，中央RLN社会主義的経営運

Timmel u. a.， "Genossenschaft1iche Demokratie und K∞peration“， Koo.戸ア百ion，1969. 
H. 12/E. Rothe u. a.， "Materiel1e Interessiertheit bei freiwilliger Zu岡田田町arbeitin der 
Feld. und Grunl叩 dwirtschaft"， lG回terati.on，1970， H. 2による.ここのKAPは19閏年春
にまず 3LPGCIII2}-.Il)左VEG町一部匹揖によ η て作られ，その杭に9酔営が奉加し，
翌年1月から全経営が審加しむ

42) W. Ulbricht. Das okonomi .. clw ."' a. a. 0.. S. 44:2正 U. S. 465ん Interview “， G. a 
0.， S. 4 

43) 以下当KOGは..Mecklenburg， wie hast Du Dich verandert “， KooTeration. 1969， 
H. 10jF. Clermont u. a.， "Unsere Erfamungen bei der Kooperation in der Pflanzen 
p叩 duktion". lG.仰向ratzo叫 1970.H. 7/N四~es Deutschland. 17. 6. 1971ん UnserWeg zur 
industriemasigen Produktion"， KooteratWn， 1971， H. 9/S. Schulz u. a.， "Zur Leitung 
und Organisation unserer FutterPloduktion“Kooperation， 1972， H. 6/ Xl. Bauernkon .. 
gre.β ， a. a. 0.， S. 156ff./E.-M. Simon u. a.， .. Zielbewuβ.te Vorbereitung der Kader fur 
die industrie叩 asiJミeProduktion“.K.山 ρ.erat削1-.1972， H. 9によるーここへは1972年6月に
ホーネッカーが訪j片しているヨ

44) 単に「協業約植物生産」 あるいは共同植物年産 f部】と本言勺たが，最近はKAPに統一き
れたようで，木稿はすべてKAPとする。「櫨物生産協業部」とも訳しうる1..-， kooperative Ab 
teiJung (協業部〉 非法人の協業組措体 CZGE/ZBE) が単独慣用されることからすれば
その方がよいかもしれないが， kooperative Bauab出 lungという表現もあり， とりわけ協業体
CKOG)の植物生産部又は協業的停産の組織の煮味なので，協業的植物4岸部とした.
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営部が各地の農民・マイセン L P G大学・グンドノレフ農業経営労働経済研究所

と協力して1971年中に作成した農業における協業の経験総括叫(以下経験総括⑮

とする〕と， 農林食品業省社会主義的経営運営・協業部の指導下に農業勤労者

とマイセンLPG大学の集団が弟11回農民会議にむけて作成しヴァノレトが

!子文を寄せたKAPの経験総括46) (以下経験総括O とする)を玉と L その他の

文献と上述の諸K OG及びKOGグロッヒ Yゴッテノレン等の事例を加えて検討

する。 KOG グ~ ，ヒ γゴァテノレγはユノレアルト県とューノレハウゼン郡にあり，

1966年以来協力してきたタイプJIILPG3と同 r2 (KOGの当初には他に Iが3

入っていたが，脱退上り合併と推測さわ早〕から成り， 196&年夏に 1組の E512購

入と共同重技術プリガーデの結成を決めたが，年末までに各組合員総会が翌年

1月からのKAPへの移行を決め発足した叫。 ここのKAP (約 5600haの農地

と約7佃人〉は経験総括⑧・ 0の事例Iの 1つであるとともに，協力規則・活動規

則J(案)(以下G 協力規則， G 活動規則とする〕の全文(ほぼ〕が入手できたので

取上げる。

まず， KAPの管理について。当初は，共同技術投入と一定程度類似して，

すべて第 1図の如く協業評議会がK A Pの組織者・管理機関でペ最高決定機

45) "Erfahrungen der Genc渇senschllft~hmlern und Land町 beiterbei der kooperativen 2usaro 
menarbeit ihrer LPG， GPG und VEG “，K.ωIPeration， 1972， H. 1 ェヴアルトはこれを
「非常に貴重」としたく日間d.a， S. ::1)0 

46) "Erfahrungen der G四 Dssenschaftsbauernllnd der Arbeiter der VEG bei der 包囲ffi-

menarbeit jn der KAP"， KIαψ庁出叩m.197己H.6 (Beilage) 
47) 当KOGは， "Unserem Namen Ehre getnacht“，Koゅeration.1969， H. 10/G. Cotte ll. 

9.， "Zu einigen Erfahrungen hei der Entwlcklung der Kooperation in der P'flanzenpro 
duktion“， Kooperat国民 1970，H. 4/G. Cotte U. 3.， "Die Qualifizierung uns町"erLeitungs 
tatigkeit“， KooteraU(J1:ι1970， H. l1J..Zielstrel:tig or宮町 田町田 wirden Ubergang zur 
industriemasigen Pflanzenproduktion "， K，οoperation. 1971， H. 10，んOrdnung...fUrdie Zu 
sammenarbeit in der gemeinsarnen Abteilung PHanzenprocluktion“， K，四 'teration，1972. 
H. 1/ XI. Bauernkongres.. ， aι0.， S. 378ff./G. Cotte u. a.， ，. Wie Wlr leistungsfil.hige 
Brigadekol¥f'ktive bilcleten“ Koo向日帥叫 1972.H. 12/G. Cotte u. a.， "Wie wir die 
Leitl官官statigkeite佐ktivgestalten "， Kooperation， 1973， H. 3による@

48) 経験総括@， S. 10/ X. Deutscher...， a. a. 0.， S. 10lf月-1.Wirsig， a. a. 0.， S. 979/瓦
Gros拭d担任江 a.，a. a. 0.， S. 4f. u. a. KOGノイホラ γトには別に植物生産部評議会(詳細を
知らないがz プリガーデ長とプリガ デ評議会の関係の如 (KAP長の審議機関であろう〉もあ
ったが，部白詳細な計画化契約 -KAP長任免・必要な業務変更等は協業評議会の管轄だった
ので，他去同じ原理だと思われる.別のあるKAPには当初KAP長に「審議会」をおいた。
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関たる組合員総会等制と也実詐議会ゐt-èゐ皐~責在自〔協業評議会議長→KA

P長→プリガデ長→〉であった。 ところが1969午中頃ポプリッチターんに植

物生産評議会が作られてKAPの管理機関 ξ なり，デーデロウやグロッセンゴ

ヅテルYも1971年頃からそう Lた。

今日では一般に第2図の如く〔組合員総会等→植物生産評議会→ KAP長

(以下単独責任制)Jというライ Yとなり， 協業評議会は KOG全体としての協

業諸関係のコ ディネ Y'a:/機関となった(経験総括⑮・⑬は協業評議会りこり

役割にふれていないが，実際にはかなり重要である)。動機としてしばしば言われる

ように，協業評議会ではグロ バノレな管理にならざるをえず，当初からコーデ

イ不ージョンにすぎなかった面があり円その意味では， この変化は参加経営

の代表によるKAPの共同管理体制の強化である。

一面〔対KAP長〉では確かにそうであろうが，他面では協業評議会というよ

り多人数からなる管理を植物生産評議会に移したのであり， KOG内部でりK

APの自立的地位のある程度の強化でもあったろう。例えば，クロッセ γゴヅ

テノレソにはそれまで協業評議会のKAP管習を補助する KAP管理会議 (LP 

G議長が構成〉があり，これが管理機関にいわば昇格したのである。 Lかも今日

では， 上述ライ Y の左から右への権限委託傾向(参加経営からのKAP自立化傾

向〕が顕著である。例えば， 各々の権限についての経験総括⑮やG 活動規則

の規定を@のそれと比べれば明かである。

詳述する余裕はないが， 2・3の例を示せば.年次計画と年度末報告の承認，

KAP長その他の単独責任者の任免責任問，活動規則や報酬・プレミアム規則・

契約関係の原則の承認等が前者(及び従来のKAPの多く〕では組合員総会等に属

49) I等」はVEGの場合白従業員総会等での審議(と，問題によっては，骨粗の了解・上級機関
の同意〉にもとづ〈ディレクタ の決定を告む意味で用いる.同じく，組合且等はVEG弾働者

も含む意味t用いる。
50) W 〆、ーンははじめから協業評議会をKAPと各経営の畜産左目コーディネ一、ノョン機関とし

ていた (W.Hahn. a. a. 0.， S. 36)。とすればKAP自体は単独責任制による管理が強〈なる
〈協業評議会組合員総会等へのKAP長。報告義請はある入

51) 経験総括@では.KAP長と簿記主任。任免は郡RLNo:o同意を要する (5.6)。
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~，後者では植牧生産評議会に委託されたはっとも委託にすぎないともいえる~，

協業協定をはじめ基本事項は組合員総会等の権限である〉。 それに伴しち前者では評

議会の責任に区分けされていた管理諸任務の多くが後者ではKAP長に託きれ，

評議会は(組合員総会等に代って〉承認・コ γ トロール機関の性格を強めたo G 

活動規則ではKAP長は植物生産評議会E組合員総会正に報告義務があったが，

Oでは植物生産評議会と当該国家機関とへの責任・報告義務とされた。グロッ

セ Y ゴッテルン等の最近のレポートはこうした変化が実際に(恐らく先進部分で〕

起っていることを示している。例えば，植物生産評議会がKAP長を選び， K

AP長がプリガーデ長を任命(従来は協業評議会が提案~，組合員総会が決定〕する

ことになった叫。

さて， KAPは組合員総会等による結成ω日入〕と協業協定(又は定款・協力規

則等で， 管理・組織・計画化・決算・コントロール・経済関係・法関係等日原則的事項

。取決〉とについての決定により成立し， KAP (T~諸機関・集団・従業者訓の

活動保式は活動規則・職務計画書に定められる。植物生産評議会は参加経首の

代表〈通例]参加LPG議長・ VEGディレクタ 〉 とKAP長(時にはKAP長代理

心から成り， KAP長が議長となる。最近KAP従業員総会選出代表が加え

られつつある回。詳説できないが，他にブリガーデ評議会・同総会(毎月〕・ア

クチプ 諸委員会が審議参加機関として設置きれる。

KAP内管理構造は技術的要因とともに単純さと従業者にとっての透視性能

が重視される。第2図の如く， 3000~4000 ha以上で 6つ以上の生産ブリガ

ーデのあるKAPは， KAP中央とブリガ デの中間に「領域」を設け 3レベ

ノレとされる〔組織の項参照〉。 尚，現在のテクノロジ一事情の下では， 25~40人

に 1人のプリガーデ長， KAP全体で15~20人に 1 人の管理要員〔肉体労働に従

事しない〕が必要，又はそれで十分とされる。職務分担は，やはり，下部(現場)

52) こうした変化は協業組織体新模範定款が影響している.
5'1) 従業者は大部分参加経営から派遣された協同組合員 VEG労楓暗から成る。
54) KAP自立化傾向は従業者視点とその総会 (3ヶ月毎，大部分審議だが，一部議決)の重視

〈いわばLPG組合員視点に代つての〕にもみられるe ちなみに， c‘括動規則には従業員総会
の規定はなかった。



協業的植物生産部 (4") 61 

管理要員の権限・責任を高める傾向 (KAP中央の原則問題への集中〕にある。

次に，こうした管理の下に編成される生産・労働組織について見ょう。基本

労働組織はやはり最小の計岡・決算単位たるプリガーデで，生産手段が固定的

に割当られている〔その下に労働グループがあってもそれは計画・決算単位ではない)。

上述のように大KAPでは幾っか (3~町のプリガーデを領域にまとめる。問題

はブリガーデ・領域の編成原理である。 KAPは幾つかの経営から派遣された

従業者の混成体であるから，その適切な融合がKAPの成否を決する。当然彼

らとの十分な審議の上での編成と度々の変更(集団の透視性能・結合労働効果を減

ずる〉の回避が強調される。 I生産物とそのためのテクノロジーから出発する

(vom Produkt und der dazu gehorenden Technologie ausgehen)J聞ことが基調とさ

れつつも，色々な事情の故に地域別l視点が加って多くりハりア γ トが存在する。

KAP結成当初は，過渡的措置として，既存の作付比率が維持され，統一輪

作の形成は徐々になされ，ブリガーデも既存のよく知り合った集団をひきつぐ。

従来LPG・VEG白多く(クロツセンゴッテルンでは GLPG中4LPG)は地域

別編成であり(従ってどり〆りガーデも各種作物を分担)， KAPも当初は地域別プ

リノfーデが支配的であり，大型機械や機械体系はKAP全休又は隣接KAPI:

共同のコムプレッグスで投入する o

一定の経験〈本稿の諸事例では '~2 年後が多しすを積んだKAPは，年間の大

部分について自力で機械体系を投入できるような集団編成に移る。 3レベル構

成のKAPを取上げよう。管理レベルは少ない方が透視性がある(従って，今日

3レベルでも当初は2レベルだったことが多い〕が， 一定規模以上の KAPの高度

55) S E D第 8田党大会 (1971'T6月〉の用語く.Berichtdf>f'.ヌKan den VIIl. Pa吋-eitaJ!der 
SED， 1971. S. 53)で，やや広義だが， I製品別集積」とそれにもとづ〈生産組織編成と日ぼ同
じ，Ko 噌 eratwn誌はこれについて1972年5月号から「討議シリ ズ『生産物ーテクノロジ]1
を組織した。近着の 8月号で総括座談会がなされ，農林食品業相代理 R.νムケが次の点を強調
した。 (1)自己目的ではなく目的は「より多〈より良くより安〈生産する」こととそ昔働 生活条件
の改善であり，組織問題士前面に出してはならない. ~2)二者択一的ジェーマはなく地域別抵守、も
考慮した多様なハリアントがある， (3)植物生産の集積専門Hヒは漸遣問にのみ可能で。一部作
物自「脱落」を起きず，耕作栽壇穿<i'f.労働力技術の活用等が保証されるように進め， (4.)畜
産では共同投資による大型工業的施設が重要だが，それでもやはり「相実拍りに長期に非常に今〈
のLPGで多部門的に組織された畜産が』白、要である，等々 (Kooperatio払 1973，H. 8. S. 365)， 
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化には中間レベルがないと KAPとしての一体性がかえって確保しにくい。 2

レベルに比べ編成諸視点〈地域別・生産物別・労働種類~IJ)の組合せ可能性が非常

に大きくなる耐が。 I目下のところ殆んどで適用され， Lかも組合員・労働

者・管理者にとって最も透視性がある形態は，生産物別・労働種類別プリガー

デと組合せられた地域別領域への区分である」徒験総括@S，7，傍点ー引用者〕。

ζれが管理支出も最小であるという。 ζの場合， K 700やクレー'-'，時には

E 512や施肥機械等の重技術は，ブリガーデ問及至領域間の共同投入又はある

領域及至ブリガ デ〈例えばs 穀物と耕長作業とを分担するプリガーデ)の他への給

付，もし〈はより発展して， KAP直属のプリガーデによる投入(第3図④〕と

なる。透視性があり管理費が少ないのは，生産物別責任がプリガーデに，今日

不可避でかつ精密な調整を要する集団(他。KAPも含む〉聞の一時的共同農作

業(カンパニア・コ テmイ不 シ三ン〉の大部分が領域にヒ、ノレト・イ Yされており，

悪天候等による収量異常の際のプレミアム・年度末報酬の調整が個別領域にお

いて可能く多作固なりで〉であり，領域聞は生産物別コーディネージョ γ くこれ白

方が比較的容易〉で済むからである。 しかも， ある調査では，各領域は 1500--

3000ha ・10()-300人から成り， 大面積輪作， 従って必要な集積が可能だから

である問。 もっとも， ブリガーデの分担作物を一層細分〈例えば第3図@の領域

の如<)する(領域と言わずコムプレヅクスと名付けて地域割したボプリッチターノレそ

の他〕と，プリガーデの生産物責任は上 h明確になるが， 労働負担・労働手段

装備の均等化のために，作物区分とは別個の労働種類別課穎配分を組合せる必

要が発生(又は増却し， プリガーデ間カソパニア・コーディヰーデ豆 Y も増

大し，より高度な管理水準を要する。

56) これについての詳細は，個別事例を別にすれば.J. Pause ll. a.. "Bi1dung standiger Produk-
tio田 :kollektive昨日Tllndl:'lgeder Pruduktions-山-WArbeitsorganisation der lwoperativcn 
PHanzenproduktion "， Fu叩)teratωn.1972， H. 11をみよ。グ戸ツセγゴッテルγ・デ デロウ
ノ、イデックを宮む7KAPの実態調査をもとにしている。

57) Eben，お， S. 14例示された諸KAPの数値の細部は他の文献と必ずLも整合しないので略すa

出. 2fifloO hll Jj上田地域別領域は良好な耕地整備史通関係・管理経験を前提すると判断さiれ
た。
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生産物別領域制(第3図の・@)は垂直協業を容易にするが，地域別領域制と

は逆に，領域問ヵ γパニア・ 2 ディ不ーショ γが増大L，高度な交通力・デ

ィ旦λ ッチャーサーピプ、や運輸支出の増大が伴う。従ヮて目下のところは，畜

産及至特定生産局面(選別・精製・貯蔵・乾燥等〉の高能力と当該作物(群〉のよ

り高い集積との照応が必要な場合に採用きれる。そこで，デーデロウが高能力

乳牛施設に対応して飼料生産を高度に機械化し「飼料生産部JC領域を部と名付

けた〉に独立させた (197日年〕ように，地域別領域と一部作自の生産物別領域を

組合せることもある E第 3図③〉冊。

尚，飼料は畜舎に，野菜・甜菜等手労働比重の高い作物は居住地にできるだ

け近く作付される。

各KAPは，郡RLNの指導下に，自然条件・生産業績・従業者の技能・消

費地の事情・畜産との関係等々に応じて他のKAPとの協力の下に製品別集積

を強める。例えば，グロッセシゴッテノレY は飼料と馬鈴薯を主要作目とし，後

者はKAP結成時の 657haから1972年には 850haに， その市場生産が結成

前年の 450Uトン前後仁文献こより差あり〉から 1971年には7400トYに上昇した

(ha 当収量は1968年参加経営平均~4. 1トジ， 1970年KAP27."ト γ)0 1975年には 950

haで ha当33ト九市場生産16000トンを目指しているく但L，発展計画は毎年

改訂するローリ γ グ方式である〉。 ミュ←ル〈クぜY食用馬鈴薯KOVに入ってお

り， 種芋については同じ郡内の 2つのKAPと長期供給協定を結んでいる。

160∞ト y規模白馬鈴薯貯蔵施設を作った。当KOGはミルクを畜産の主要部

門としており， LPGは飲用ミルク KOVに入っている。各KAPが乍村区画

を f100，200，それ以上Jhaに拡大Lた乙とはいうまでもない。

KAPにおける生産の計直化は管理様式その他により一定ではないが，例え

ば第4図のように経過する崎哲RLN・一部プリガーデ等が略されている〕。

各経営の作イサ比率なり輪作が保持され，いわば諸経営の継接的側面が強い段

5町 あるKAPが地壇別晴成から地域別 生産物別〈ここでは馬鈴薯)領域混合型を経てコンパイ
ン作物 飼料 韓耕作鳴の 3領揖へと発毘ずる過程が応じ叫'{::rutwn誌:1972年3月号 S.24fに
簡明に図解されている。
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摘では，楠物生産の全物材・財務計画が各経営計聞に盛込まれる。例えばポプ

リッチターノレは当初，相互調整しつつも各経営が出すKAPの総生産について

の指標を基礎に計画作業をし，各経営はKAPが作る提案め承認後に総生産の

物材・財務計画を按分比例に分担し，経営;聞でKAPの生産をめくる詳細な生

産契約を結んだ。 KAPの生産構造白体が変化し，統一的になれば，各経'肖計

画は飼料購入の種類・量・質・期限，飼料手段のコスト， KAPとのフォ:/ri 

諸連関等のみとなる。同様に協力が密になれば，組合員総会等の決定によって，

国家計画課題と諸指標及び計画弁護市動【ともに対郡関係〉が各経営から分離さ

れKAPの統一代行となる。グロ v 斗アソゴ>:'テ Fレンも結成 1~2 年後にとれに

移行した。そうなれば各経営は郡RLNからは投資・斉産の国家課題乃至計算

指標のみを受取る。食品業経営その他との契約関係札参加経営の委託と承認

済計直にもとづ〈のだが， KAPの独自的結びつきと Lて発展する。

これに対応して. KAP内計画化過程の管理にも，管理の項の如<. KAP 

長の単独責任強化の傾向がある。計画承認(決定〕権の推移は先に述べた。計画

化のいわば主導者は参加経営の共同(組合員総会・幹部会等の強い機能〕から純物

生産評議会へ，更にKAP長へと移る。 G.活動規則lはKAP長の計画化につ

いての責任を資料の入手・提供としたが，経験総括Oは rKAPの生産・布一生

産過程全体の計画化とパランエ化はKAP長の責任の下に実行される。彼はK

APの計画の作成，諸パ 「ナ とのョーディネーショ Y ・調整並びに承認を

得るための植物生産評議会と榔RLNへの計闘の提出に責任をもっJ(S. ~f.) 

という方向を出した。計画化作業の悲礎も参加経蛍の関係諸指標から，参加経

営との調整をしヲつも，自身の展望と統一受領する国家的課題・指標に移る。

さて， KAPにお円る生産は各経世が派遣・提供する労働力と土地を含む生

産手段を出発基盤とする。派遣される組合員等は組合員資格等とそれに伴う権

利・義務を保持するが，組合員等としての側面と KAP従業者としての側面が

発展段階に応じて異なlる絡み合いをする。そのと Eを従業者の物質的な利益

閣与(Intere悶 ertheit)・責任についてみてみよう。所属経営による格差の解消と
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RKV-VEG (v且G占基本団体協約〉水準への接近が発展傾向であるが， i申idzB'J
発展の必要が強調される。

利益関与には毎月の前払聞及び年度末支払から成る報酬と， プレミアムと

があるが， KAPにも所属経営にも物質的関心を持つように使い分けられる。

その際3 報酬の前提であり， LPGに上勺て相当異なる労働評 E・労働ノノレ7

の統一が必要である則。 VEGも参加する KAPではRKVの評価l基準の準用

が望ましいとされる。

経験総括③は報酬について次の 3つのパリアントに区分した〔例示は⑥にはな

い)0 (1)参加LPG間の生産水準収益性・消費水準に格差が大きい場合には，

報酬の両者共に各経営の基準による。 (2)格差が小さいと， KAPが労働単位当

統一の前払をし，年度末支払は各経営の基準による。当初ボプリヅチターノレは

KAPとしての生労働コストを労働単位当13-""，<ノレグ〈各LPG中最高の計画価額〉

とし， 10マノレクをKAPが統一前払し(残り 3マノレク分は所属LPGが受取る)，年

度末支払は各LPGの労働単位価額から10マノレクをヲ|いたものとした〔計 13マル

ク以下のLPGは3マルクとの差績を蓄積にまわす)0 G 活動規則は共同で決める

出米高報酬率 (ha及主プシトン当マルク〉にもとづし、て給付の 9割を組合員に

直接支払い〔前払)(1剖は所属LPGにいくのであろう)， 年度末支払は各LPG

の経済成果にもとづくとした。前払をKAP，守二度末支払を LPGへの物質的

利益関守とするわけ立ある。 (3)安定したKAPは両者ーとも KAPが支払うく郡

RLN ・農業食品業銀行との調整必要〕。 ノイホラ γ トは当初からそうで， しかも

中央農業評議会の同意の下に，当面統一カタログにより労働姶付に依存する基

本被酬と KAPやプリガーテの成果・個人が得た基本報酬等に依存する追加基

59) かつて LPGは週明労働単位当計画報酬叩 7剖だったという (Gnnμk~β 品γ Okc叫 Z草花
sozialistischer Landzιirtschatsbetn"ebe， 1966， S" 230)。

60) ボプリッチタールとは，例えば，ある%働種類にコいてノルィが一致ナるLPG問にさえ評価
(該当世働単位〕に差がある(労働単位価額はむろん〉程で，ノルマー評i町ともかなり差があり，
4段抽区分しかし CいないLPGもあった。各経蛍のノルマ委員会が集り，先進LPG" Thomas 
Muntzer"の例を基礎に統ーのノルマ・評価 (8段階〉案を作成し，組合員総会畢で決めたa尚，
ここはKAPOJみで/ょく， KOGの全分野田統一労働評怖にも早〈から着手したが，こ札は 離
には徐々 にと言われる。
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本報酬I(年度末支払に相当〕とから成る貨幣報酬制に入札後者の廃止も予定し

た。デーデロウも当初からこの水準で，後者を基本報酬の15%の額で計幽した。

尚， VEG労働者にも KAPが賃金を文払う場合には，当該賃金フォンド部

分がKAPに委ねられ， KAPは独自の報酬・プレミアム・文化・社会フォン

「を形成する。

更に，いわば(4)として，先進K A Pは都市労働者に接近し，給付別統一貨幣

報酬宿jやその他の労働法・社会保障上の措置を RKV-VEGを基礎に実施す

る C!D)'"。

いずれの報酬方式にせよ，プレミアムは統一基準で支払う。年度末プレミア

ム(生産向上・コスト引下げ等に連関〉と目的・業務別プレミアム(重点作業・交替

労働・日祝日労働等に連関〉から成るが， 前者の基準のとり方は報酬方式によっ

て〔特に(1)・(2)とゅの聞で〉かなり異なる(細部は更に異なる〉。グロッセ Yゴ少テ

ノレ γがプリガーデの ha収量等十こ連関させたのに対し，デーデロウは所属経営

の利潤計画の達成等に連関させたく但L 後者は当初しか不明)。プレミアム資金

はKAP1七当初は各経営が提供し，後にはK A P独自のフォ γ ドを形成する。

現物支給・個人副業・土地配当・休暇・社会保障等は，当初は所属LPGの

規定を適用し，徐々に統一し，更にVEG水準への接近がはかられるべ

農地の提供はいかになされるか。ノイホラ y トは直ちに個人副業地を除く全

農地0)提供としたが，そうでないところが多かったことはさきにみた通りてあ

る。今日でも Iすぐに毛ゐ全鼻血を提供するか，二番1ゐ4にするか」は参加

経営が「自己責任で決定するJ(経験総括⑥ S.19，傍点原文ゴシック体， !D S: 10 

も同様〉。しかもむしろ， IKAPにおける生産の一層の集積と専門化の過程。

中で良品全砕を協業的に運用するととが正しぐかつ必要であ引 C!Ds. 11，傍点

61) よれについては1972年6月10日に統一方針が出された .. Richtlinie fOr den schrittweis阻

むberg阻 gzu einer einheitlIch叩 Geldvergutungnach der Leistung fur Arbeiter und 
GenossenschaftSmitglieder in kooperativ叩 Einrichtungender Pflanzen-und Tierproduktion" 
(}白opera嘘ion.1972， H. 7-8， S. 咽f.)である。VgL XI. Bauer.品加gτβ ，，'a. aー 0.，S. 127. 

， 62) 管理者報酬制度については省略せぎるをえないが， 197(]牛6月のSED13中総でミッタークが
}部にある「計画遂行に応じて報酬を受ける ζとを忌避する」傾向をかなり語気強く批判したふ
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←原文ゴシック体〉とされる。 問題は主に特殊作物〔ホップ・集約野菜等〕作付地

と牧草地である。前者は， K A Pにおいて集積された生産がなされるのでなけ

れば，当初は除外する。後者は，特にタイプ I L P Gが参加する場合に，徐々

に協業化する同。

前述の agra68におけるノイホラ γ トの辰示をめくやり最色論議となったと言

われる KAP結成時における基本手段と経常手段の提供について。ノイホラ γ

トはKAP結成にあたり，組合員総会等がK A Pに務きわるべ雪基本手段の選

択権をKAPに与えるこ Eを決め， K A Pの管理者集団が，予定テクノロジー

と新規購ズ予定を考慮しながら，参加経営の手持ち基本手段の中から選択した。

全剥日経営の代表が入る委員会がき|渡さ吋基本手段の価格評価を行い.その

総額は約 809.5万マルク(証明可能な士地投資の残存価値を含む〉となった。 こう

した選択引受は重複装備や不良装備の回避のためだが，各経営は取残された基

本手段を売却又は高率減価償却せねばならない。 K APが全部引受けた上でK

APとして不用・不良部分を処理する方法4ありうるが， KAPのコスト増と

して各経営にはねかえる。その場合処理負担は参加経営全体の同率負担にそデ

イプァイされるが，前者は取残し分を持つ経営の個別負担ということになろう。

我々の知る諸事例も経験総括⑮・ 0等も，やはり. KAPにおける生産の必要

性に応じて基本手段を提供するとした(一部農地が経営に残される時はむろん必要

63) ，経験総括DはrKAPツツハイム・バプりッツのようにJとした (5.11)。このKOGはマグ
デプルク県ゲγテイン郡にあり， タイプ illLPG2・同 '3(合計租合員8白人， うち KAP
393人〉が量参加L. 合計農地は約 5300ha. うち4割以上が牧草地だが，タイプILPG陪牧草
地を提供せず.KAP (19曲年1月発足〕から技荷投入を受けて生産向上をはかつているB 従っ
てKAPの農地はタイプEからの牧章地 1700haを含む胡Oohaである。詳細は H.Nurn. 
berger u. a.， "Kooperation-Hauptmethode zur B回目igungder Differenziertheit". K!町向

rat附 t，1970， H. 3/H. Nurnberger u. a.. ，， 80 1四tenund planen wir. die Futterwi由 chaft
in unse四 rgemeinsamen Pflanzeqproduktion "， K(りoperation，-1971. H. ll/H. M町 eru. a.， 
，Gememsame Abte沼田唱 Pflanzenproduktionlost Entwicklungsprobleme der LPG Typ 
I“， Kooperat酎 t，1972， l王4をみよo KAP形成持の論争・タイプ'<0扱い等についての興味
深いレポ トとなっている。尚，当KAPは，前述の管理者報静問題でのさツタータの報告につ
いての Knoperation誌Dキャンベーンにも参加し， 1970年9月号にそ白経験をレポ bしてい
る。
尚，オミプリッチタールも永年放牧地を，完全KAP運営田肥培管理のみKAp.肥料等白生産

手段のみをKAP<o飼料プリガ デが提供，という 3形態l三分けることにより，きめ細かい工夫
をしていた。
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な基本・経常手段も残される)0 KAPの生産基盤 'KAPに派遣される組合員

等・負担転化を受ける経営等の立場からすれば道理だが，取残C，特にそのう

ちの不良〈又は劣等〉部分は恐らく後進経蛍に多いであろうJから，その点で一定

の疑問がありうると思われる。しかし，いま 1つめ提供原理が各経営の可能性

に応じてであるこ Eを考慮すれば，この疑問は解消するといえよう。

各経営の主たる「負担」は提供分でありJ手持ち基本手段の多少・優劣等か

ら提供率〈農地 ha当提供評価額)に経営間格差が生じうるし，事実殆んどで生

じた。 KAP結成時院は経常手段(資材と資金〉も提供される〈ノイホラントは

1967年秋季耕作の証明コスト相当資金と種苗・肥料現物公定価格で評価 とが総額約

154.6万マルク提供された〕が，資材現物提供については同様に格差が生じうる。

基本手段の農地 ha当現物提供評価額の経営問格差について経験総括③・。は，

すぐに均等化しようとするのは「誤り J r障害」であり，均等化を予定する場

合には，将来の共同投資に対する提供に格差をつけて相殺すべきだとし，経常

手段 CcDうちり現物資材〕の場合は均等イむを必要としつつも， 一挙にではな〈徐

々にすべきだとした。従って，優良経営の劣位:経営に対するある程度の生産力

的援助が内包されることになろう。

グロ γ センゴ少テノレンは基本手段提供率格差の均等化はしない乙とにし(減

価償却金は提供LPGへ)，経常手段は現物提供率格差を資金提供差別で相殺し，

従って経常手段についてはどの経営も農地 ha当4口0マノレクをもってKAP結

成に参加した。

ところが，ノイホヲソトほ提供負担の完全平等主義であった。<基本・経常

手段提供総額約 9fi4.1万 "'Jレグ KAP農地面積X各経営の提供農地面積〉を

各経営の参加負担額 (ha当1127.10マルク〕とし，現物提供評価額との差額を，

クレジヅト振替の形も含めて，結成後約半年のうち (1田8年7月31日まで)にパ

ートナ一間で相殺した。ボプリッチターノレも当初(KOGり一部の経営によるKA

P)はー率だったが， その後の加入や基本手段購入では「可能性に応じて」だ

ったようである。デーデロウは結成時点では農地 ha当若木・経常手段合計
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490マノレクから 883可ノレクまでの異なる提供であった(干均743マルク〉が K

AP用に1969牛に借入れた投資クレジットの各経営への分担を少額提供経営に

多くすることによって，全経営が一本 883マルクに均等化した。

では， ζれら(及び生労働ョスト〉は，従ってまたKAPはいかにして再生産

されるのか。それはKAPの生産物の実現・分配方式と深〈かかわっている。

これら 3点は. KAP白身の生産構造の発展(それはKOGの畜産構造の発展との

相互作用にある〕に規定され，管理・計画化様式等と対応しつつ，やはり各々に

ついて幾つかの方式，発展段階があり，組合せにも若干のハリアントがありう

る。しかし. KAPの再生産様式の展開を捉えるにはこれら 3点の相互関連を

明かにしておかねばならない。経験総括③・ 0も諸事例のレポートもその点、で

いささか分りづらい叙述である。これらによって得た表象をいわば再編集せざ

るをえない。

さて. KAPの生産物はKOG外に流通じてゆく部分〔市場生産〕と，参加経

営及びその協業的畜産に供給される飼料とから成る(以下市場生産・飼料と暗記

するが， KOG外に売却される飼料は市場生産に含まれる〉。

市場生産ゐ実里見・0-底方法く仁l-P)) を経験総括⑥は次のように区分した。

[l-lJ各経営がその持分を白己責任で実現し，売上げを受取る。これは共通輪

作・共通作付比率がまだ存在しなく(及至は若干調整されても)，各経営地毎に生

産されにれが持分)，国家課題も各経営が受取るような場合ヒありうる。(。は

もはやこれにはふれなかった0)(1-2JKAPが販売し， 売上げを各経営に， 市場

生産への各々の持分に応じて，分配する。とれは国家課題の個別受領(初期)で

も統一受領でも可能である。尚，特に採種経営があったりして，各経営の植物

生産対畜産比にかなりの差異がある場合に適しているという。[1-3JKAPが

販売し，売上げも KAPで実現され，その成果に入る。 1協力度 'KAP肉の生

産の集積と専門化が高度化した場合である。 再生産 ((3-r))について先取り

しておけば， [1-3Jの利潤部分は飼料分野での及び他のKAP文は非参加個別j

経営への技術投入等有償サ ピス給付による利潤と一体にされ，その上で利潤
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の全部文は部分を，参加経営に分配(楳ね提供農地面積比率を持分とする〉する [3

2Jか，又は持分品jによってKAPに留保する [3-2'コ。

飼料生産物自参加経営への分配にも似た諸段階(臼 q))がある。 [2-1]各経

営が決める作付比率で各経営地に飼料生産が組織されるKAP化当初の場合に

は，各経営は当該地産出分を受取る。 [2-2J共同輪作があれば，各経営は飼料

作付地についてのその持分によって分配されるυ 両者とも概ね既c{f畜産構造を

前提する。畜産構造・飼養方法のiJI'化・進化は各経営・協業的畜産の飼料需要

を種類・量ともに変化させる。そこで. [2-3Jノルマチーフ分配が生1乙る。こ

れが今後の主要方向である。グロ γ センゴッテノレY の例で説明Lょう。

1969年(初年度〉は [2-1Jであったが. 1970年から大面積輪作となり各LP

Gの畜産構造も変化したので [2-3Jに移った。各LPGの飼養予定に飼料需

要共通ノルマチーフを掛けたものがKAP長におろす飼料生産方向指標となり，

ζれがKAPの 4ブリガーデに分担され，各ブリガーデが当該地区の LPGIこ

供給する〔第3図④参照〉。但し，粗飼料は生産地区と供給先が必ずしも一致し

ない。飼養規模は共同発展構想にもとづいて調整・計画され，共通ノノレマチー

フは，乳牛 l顕・繁殖豚1頭・食肉(豚)市場生産1デシト Y等につき各々どの

飼料種類何デシト Y という形で，家者別・市場生産量、別に定める。

尚，飼料生産が計画を下まわった場合には改めてバランスされるが，年度途

中の「良心的 (gewi由紀nhaft)収量見積J (⑧ s. 21/@ S. 12)による予測的対応

〈間作向上等〉強化の必更が言われている。 また，協業的畜産への優先的分配や

タイプ ILPGへの特別の配慮が必要とされる。

ところで，参加経営左 KAPの経済契約諾関係(供給・給付契約〉の「決定的

な基礎J(⑮ s. 21)は生産物別乃至使用価値別及び労働種類別協定価格叫であ

64) 協定価格形成方法を詳論する余裕はないが，作成は協業評議会〈とその作業グル プ』が担い.
組合員総会等で決定する〔例えば K問 peration誌19.73年8月号の協定価格J問庖経験交流座言語会
の S.3661をみよL 尚，多〈の場合，品質による差別がなされ，良質には計画価格の15%程度
目割増，粗悪には15~田%の害」引となる(数値は経験総括@ S. 13)が，デ デロウでは例えば
新鮮飼料ばKAP<D当該プリガーデ長と畜産責任者の協議で査定し.不一致の場合は植物生産評
議会が判正する.尚，佐験総括渇は，収量加重式の現物分配〈撞述〕にはデシ卜 γ当価格でな〈
ha当価格が適当とした。。はデジト γ当価格にしか言及していない
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る。協定価格にはKOG独自の算出によるコストカバー型と，矛肘筒組込み(利

潤割増〕型とがあれ後者には国定生産者価格を適用する場合(時に穀物・馬錯

著・甜菜・全種苗〕と独自算定の場合とがある。

経験総括⑬は協業効果のより現象的な表示と計算・適用・決算の単純さの故

にKAP化初期には寸ストカバー型が有利だ左した。即色分間E方式 [1-1]・ cl

-2Jと [2-1J・[2-2Jの場合色なる(品目音せにはバリア γ トあり〕。この場合の再

生産様式 [3-1]はどうなるか。 i有利」さ(必要性〕の真の意味はそれによっ

てこそ明確になる。この場合，コストカパ 型協定価格にもとづいて，飼料が

KAPから各経営への売却として実現され市場生産の単純再生産費用がKAP

に回収される。いうまでもなし〈当該生産物分配量×コストカバ←協定価格〉

(文は同じことだが，単位コスト×分配・給付量〕が各経営のKAPへの支払であり，

分配持分に応じてKAPの単純再生産費を分担するわけである。

分配持分は， [2-3Jを除き [3-2J も含めて，提供した土地持分が算出の基

礎である。但L 経営問に h.収量の格差が大きかった場合は， KAP化当初

には，過去何年聞かの各経営の平均 h.収量を加重する。さもないと利害得失

問題のみでなく，高収量経営の市場生産(の国家課題等〕の遂行や飼養家畜と飼

料の関係に不釣合が生じうるからである。 KAP化以後0)ha収量向上分の運

用等によって徐々に格差を解消する。各経白地作付分が分配持分である場合は，

串実上収量加重方式である。そうでなければ，加重しない場合もする場合もあ

る。ポプリッチタールは前者で，提供土地面積と各経営に最終決定権のある当

年作付比率から持分を算出し， KAPの当該生産物生産総量に掛けて分配量と

した。後者の例をツ vハイム・パプリッツの一時期にとろう〔カツヨ内は当KO

GのLP G "Ernst Thahnann“ー農地約 19日oha， うち耕地 10回ha強， タイプEー

の穀物の場合である)0 (1)各経営の当該作物のく1965~67年平均 h. 収量X1967

年作付面積) (20.4x554~11301， 6) と (2) その合計を算出し， く(1)+(2)X 100) 

%σ2.4%)を各経営の分配持分とする。

ともかく，土地(と土地生産性〕を除く生産手段提供比重や労働〈力〉派遣比重
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は生産物(及至売上げ・利潤〕分配持分の算定要因とはならない。

そこで，単純再生産費に含まれて〔つまり分配持分に応じて〉償却される基本手

段減価償却金は基本手段持分に応じて返却する〈持分縮少〕か，追加提供扱いで

KAPに留保する(持分不変)， KAPの基木手段の単純・拡大再生産資金は再

1ぴ参加経営が分担するく上記減価償却金留保を含む〉。我々の知る時期主でのボプ

リッチターノレは減価償却金を各経営に返し，再提供も各経営の可能性に応じて

であった。

経常手段は窮極的には土地持分と提供持分が比例し，拡大再生産用前貸も 1

年以内に償還するから，すべてコストカバー価格で単純・拡大再生産すると考

えればよい(生労働派遣と生労働コストり関係は報酬方式。項から分るであろう〉問。

この方式のまま [2-3)に移ったとする。 ある経営の飼料需要の質・量向上

が他の経営のそれを上まわるということが生じうる。畜産の集積・専門化が各

経営に同程度に進行するわけではないから，不均等な飼料需要変化の方がむし

ろ常態であろう。ところが， [3-1)はKAPが生みだす利潤を飼料に内蔵して

各経営に分配するのだから，前者の経営がより多く不u得することになる。そこ

で利潤部分も KAPの側に実現し，生産物の分配と利潤の分配を別の原理〈前

者を仁2-3)，後者を土地持分〉にしようというのが，利潤組込み型協定価格による

飼料実現である。利潤車且込み型協定価格自体は [22)の下でもありうる。 ま

た，他の組合せり形式的可能性もある。しかし，畜産構造・飼養方法が変化し，

市場生産にも専門化・機械化・化学化等が進行L，KAPの生産構造全体が恨

本的に変化L，かつての各経常のそれの痕跡が消えてい〈のだから [1-3Jー

[2-3)タイプが [3-2)の典型といえよう。従って， [3-1)から [3-2)への発

展は単に分配・分担実務の単純化なのではなし KAPの再生産構造，再生産

様式の変化を意味する。

グロッセ y ゴッテノレンは [2-1)から [2-3)への移行と同時に利潤組込み型

65) 計画以よの皿量向上ーヨストダウ γ 対丹花白付等により.(3-1)に剰余が生ずればヨス}分担
車と提供農地面積に応じて分配されるe
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協定価格を採用し， (1-3J と結びつけて (3-2JとLた。 G.協力規則は (3-2J

的再生産の典型例といえよう。その水準は(1)利潤使用は法と計画の枠内で各L

PGが決定， (2)利潤の一部から KAPプレミアムフォンドを形成， (3)それ以外

は各経営にその提供農地面積に応じて ha当 率で分配， (4)分配計画以上の利

潤又は欠損も ha当ー率で各経営に分配又は分担〔欠損は協定価格の割増にする所

もある)， (5)基本手段の単純・拡大再生涯の組織責任をKAPに委託するが，各

経営が農地 ha当ー率に金融し(文は同様に投資グレジツ?を分担)， 減価償却は

持分に応じて各経営に返却〈当初の提供分の減価償却終了時には，持分がー率になる

ので，デ デロウのように持分不変のKAP留保にしやすいであろう〕するというもの

であった円

経験総括⑮も基本的にはこの水準だが， やや進んだパリアント (3-2'っと L

て利潤の全部又は-ss(及び減価償却〕を投資用に留保する，但し，各経営のフ

ォY ド持分の向上とする，という場合をあげた問。そこからリザープフォ γ ド

をつくることも多い。

。は (3-2'J的水準の必要を説き Lかも投資用利潤留保をKAPの自己蓄

積，独自フォンドの形成とし I不可分フォンドの性格を受取る」くS.11)と位

置付け，投資・生産両クレジットも KAPとしての借入れが可能とした町 (3-

3Jo K A  Pの浮き資金は他の分野に諸経営との共同投資として投入する。

一応経済計算がなされ土地と現物資産(共に持分制)はKAPにはりつくとは

いえ参加経営を媒介して再生昆される，いわば参加経営による総金融形態的な

単純・拡大再生産水準から，総売上げの計画から決算までが託され，拡大再生

産のみが参加経営に媒介される水準，利潤持分の留保によるKAPへの拡大再

生産フォンドの設定，更に不可分フ;>j-:/ドの形成へと進むといえよう o

こう Lた発展，持に， (3-2J乃至 (3-2')から (3-3)への発展は，持分間

66) 実はョノイホラ γ 卜は当初からこの水準(又はそれ以上り水準〕であった。
67) 投資のいま 1つの源泉たる参加経世による追加昆供は持分制持続としているようである。尚，

。によると「先進KAPの経験」ではKAPO)誌丘の年間投資は，農地 ha当新規10C、，200，
減価償却から150.......250マルク，計250"-'450マルクの実績だという (S13)。
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題等の前提条件の整備の上で生ずるのであろうが， KAPの生産構造の変化に

支えられ，それによって可能・必要となる KAPに派遣された組合員等りKA

P従業者と Lての一体性ー利害関係・責伍意識り向上，従ってまた，参加経営

問正同時にそれらと KAPとの聞の利益配分の必要，総じてKAPの植物生産

経営としての向v的展開の可能性・必要性に対応している。だが，不可分フォ

y ド水準は，同期こ， KAPの次の組織形態への移行過程の始まりでもあろう。

稿を改めて検討したいと思う。

最後に付言すれば G 協力規則は KAPからの脱退を「社会的に妥当な理

由」があり，全パートナー並びに郡RLNの同意がある時にのみ可能ιした。

各項目の連関や各々の細部についてかなり端折ったし， 若干の項目(決算方

式その他〕を省略した。 そのためいささか読滑られにくかったかもしれない。

しかし， KAPという必ずしも単純でない生産組織の概略的構造と発展諸段階

は明かになったと思う。


